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 また、本計画書の本編には、1辺が 2センチ程度の 2次元コード「ＳＰコード」

とコード位置を認識するための切り込みがついています。これは、視覚障がい者

の方にも文字情報の提供を行うことを目的とした情報ツールで、専用の読み取り

機械にコードをあてることで、音声で文字情報が読み上げられます。 
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Ⅰ 計画の策定にあたって                   

１ 障がい福祉計画の趣旨 

 国においては、障がい者及び障がい児が個人の尊厳にふさわしい日常生活又は社会

生活を営むことができるよう必要な支援を行うことにより、すべての国民が、障がい

の有無によってわけ隔てることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する

社会の実現を目指し制度を整備してきました。 

 下野市においても、障害者基本法、障害者総合支援法より、国が定めた基本方針に

基づき平成１８年度からこれまで４期にわたり計画を策定し、障がい者支援のための

施策を計画的に推進して参りました。 

 平成２９年度をもって、現行の「第４期下野市障がい者福祉計画」（計画期間：平成

２７年度～２９年度）が終了となることから、これまでの計画の進捗状況及び目標数

値を検証し、近年行われた障がい者制度改革を踏まえ、「第５期下野市障がい者福祉

計画」（計画期間：平成３０年度から３２年度）を策定するものです。 

 本計画は、障害者基本法に基づく障がい福祉施策を定める計画として「第５期下野

市障がい者計画」（計画期間：平成３０年度から３２年度）と、障害者総合支援法に基

づく障害福祉サービスの量や確保策を定める計画として「第５期下野市障がい福祉計

画」（計画期間：平成３０年度から３２年度）を策定します。 

 今回、児童福祉法の改正により、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の

確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する「障害児福祉計

画」として、「第１期下野市障がい児福祉計画」（計画期間：平成３０年～３２年度）

を策定するものです。 

下野市では、児童福祉法の規定により、「第５期下野市障がい福祉計画」と「第１期

下野市障がい児福祉計画」を一体のものとして策定します。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、障害者基本法第１１条第３項に規定する「障害者基本計画」と、障害者

総合支援法第８８条第１項に規定する「障害福祉計画」と、児童福祉法第３条の２０

第１項に規定する「障害児福祉計画」を一体的に策定するもので、上位計画である「第

二次下野市総合計画（平成２８年度～平成３７年度）」をはじめ、その他市の関連計画

との整合を図り、本市における障がい者施策に関する基本的な計画として位置づけま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 計画の推進 

 

 

 

 

 

 

  

 整合 

 

 

 

 

 

 

 
下野市障がい者計画（第 4 期） 

障がい者施策の理念や基本指針を定める計画 

障害者総合支援法の

改正、指針の見直し 

 

 

 

理念、指針の見直し 

 

下野市障がい者福祉計画（平成 26 年度～29 年度） 

障害者基本法 障害者総合支援法 

 
下野市障がい者計画 

（第 5期） 

下野市障がい福祉計画 

（第 5期） 

 

 
下野市障がい者福祉計画（平成 30 年度～32 年度） 

下野市障がい福祉計画（第 4 期） 

障害福祉サービスの実施計画 

第二次下野市総合計画 

 

 

下野市障がい者計画 

第５期下野市障がい福祉計画・第１期下野市障がい児福祉計画 第
２
期
下
野
市
地
域
福
祉
計
画 

 下野市子ども・子育て支援事業計画 

下野市高齢者保健福祉計画 

健康しもつけ２１プラン 

その他の関連計画 

と
ち
ぎ
障
が
い
者
プ
ラ
ン
21 

栃
木
県
障
害
福
祉
計
画 

下野市障がい児福祉計画 

（第１期） 

 

児童福祉法の改正 
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３ 計画の期間 

本計画は、平成３０年度から平成３２年度までを計画期間として策定します。 

ただし、今後、国の動向に伴い計画の根幹となる法律や制度などについて大幅な変

更が生じた場合、必要に応じて計画の見直しを行うこととします。 

 

年度 

計画名 
24 25 26 27 28 29 30  31 32 

障がい者計画    

障がい福祉計画 第３期計画 第４期計画 第５期計画 

障がい児福祉計画  第１期計画 

 

４ 計画における障がい者の定義 

 本計画における障がい者の定義は、障害者基本法第２条に規定される方を対象とし

ます。平成２３年８月の障害者基本法の一部改正により、「障害者、身体障害、知的障

害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と称す

る。）がある者であって障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に

相当な制限を受ける状態にあるものをいう。」とし、社会的障壁は、「障害がある者に

とって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、

観念その他の一切のものをいう。」と定義されました。 

 また、本計画において、法律等に基づく用語等については「障害」と表記し、それ

以外の用語については、「障がい」と表記します。 

 

５ 計画の策定体制 

計画の策定にあたっては、障がいのある人のニーズをできるかぎり計画に反映させ

るため、障がいのある方及び障がい者支援団体等を対象にアンケート調査を実施しま

した。 

また、相談支援、福祉サービス提供事業所関係者や保健・医療・教育・雇用・福祉

関係者等や公募委員で構成された「下野市障がい者福祉計画策定委員会」において審

議を行いました。 
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Ⅱ 下野市を取り巻く現状と課題                     

１ 統計からみる現状 

（１）人口の推移 

 

（２）身体障がいのある人の状況 

 

①身体障害者手帳所持者数（年齢別） 

②身体障害者手帳所持者数（障がい種類別） 

③身体障害者手帳所持者数（障がい等級別） 

④更生医療の障がい別利用状況 

 

（３）知的障がいのある人の状況 

①療育手帳所持者数（年齢別） 

②療育手帳保持者数（程度別） 

 

（４）精神障がいのある人の状況 

①-１精神障害者保健福祉手帳所持者数（年齢別） 

①-２精神障害者保健福祉手帳所持者数（年齢別） 

②精神障害者保健福祉手帳所持者数（等級別） 

③-１自立支援医療（精神通院）利用者数 
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③-２自立支援医療（精神通院）利用者数（年齢別） 

 

（５）難病患者の状況 

 

（６）障がいのある児童の状況 

①障害児通所支援支給利用日数 

②育成医療の利用者数 
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２ アンケート調査結果の概要 

（１）アンケート調査の目的及び回収結果 

①調査の目的 

 本計画の策定にあたり、障がいのある方々の日常生活の実態や福祉サービスの

利用状況、利用意向や意見、要望などを把握するため、アンケート調査を実施し

ました。 

 

②調査設計及び回収結果 

対象者 

身体障害者・療育・精神障害者保健福祉手帳所持者 

自立支援医療（精神通院）受給者、難病患者等福祉手当受給者 

障がい福祉サービス利用者 

計 3,043 人から無作為抽出した 1644 人 

※内訳は障がい児 244 人、障がい者 2,799 人。ただし、障がい児

については全数調査。 

調査方法 
調査票による本人記入方式（本人が記入できない場合は家族等） 

郵送による配布・回収方法 

調査時期 平成 29 年７月 20 日から平成 29 年８月 20 日 

調査項目 

・回答者について     ・権利擁護について 

・障がいの状況について  ・災害時の避難等について  

・住まいや暮らしについて ・福祉のまちづくりについて 

・日中活動について    ・自由意見 

・障がい福祉サービス等の利用について 

・相談及び情報・コミュニケーションについて 

回収結果 
配布数 障がい児 244 通  回収票数 126 通 回収率 51.6％ 

    障がい者 1,400 通  回収票数 786 通 回収率 56.1％ 

 

③アンケート調査結果の見方 

●回収結果の割合「％」は、有効サンプルするに対するそれぞれの回答数の割

合を小数点以下第２位で四捨五入したものです。そのため、単数回答（複数の

選択肢から１つの選択肢を選ぶ方式）であっても合計値が 100.0％にならない場

合があります。 

●複数回答（複数の選択肢から２つ以上の選択肢を選ぶ方式）の設問の場合、回

答は選択肢ごとの有効回答数に対して、それぞれの割合を示しています。そのた

め、合計が 100.0％を超える場合があります。 

●図表中において「未回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答

の判別が困難なものです。 

●図表中の「n（number of case）」は、集計対象者総数（あるいは回答者限

定設問の限定条件に該当する人）を表しています。 
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（２）アンケート調査結果からみえる本市の特徴 

①障がい者へのアンケート集計結果（抜粋） 

3.6%

2.0%

2.5%

5.7%

9.0%

9.3%

67.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

未回答

病院

その他

グループホーム

貸家・アパート

施設

自宅

問3(2)将来どこで生活したいか？ n=786人

1.6%

3.3%

4.7%

5.6%

6.8%

8.5%

10.8%

16.3%

17.9%

24.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

その他

手話通訳等支援

生活訓練

余暇充実

地域理解

相談対応充実

住居

在宅医療

在宅サービス

経済的負担の軽減

問3(4)地域生活で必要な支援は？ n=1,652人

1.4%

2.0%

4.9%

8.1%

12.2%

21.8%

49.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

バイク

デマンドバス

その他

タクシー

電車・バス

自転車・徒歩

家族運転

問4(4)外出時の移動手段 n=1,056人
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9.4%

4.1%

4.6%

6.5%

7.5%

7.6%

8.3%

9.0%

10.0%

10.4%

22.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

未回答

その他

乗り方がわからない

周囲の目

急な体調の変化

困ったときの支援

介助者不在

設備不十分

公共交通機関少ない

外出時の費用

特になし

問4(6)外出時の困難 n=1,206人

0.4%

1.7%

3.3%

4.0%

4.3%

7.2%

12.1%

14.9%

17.6%

34.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

大学・専門学校等

ボランティア

病院デイケア

リハビリ

その他

福祉施設・病院

障がいサービス事業所

勤務先

家事

自宅

問4(7)平日の過ごし方 n=1,150人

0.4%

2.9%

3.2%

3.4%

3.8%

5.8%

9.5%

19.2%

22.6%

29.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

労災保険

自営業収入

その他

生活保護

各種手当

福祉就労

親等からの援助

給与・賃金

障害年金以外の年金

障害年金

問4(9)現在の収入 n=761人
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0.9%

1.0%

2.5%

3.0%

3.8%

4.2%

9.1%

9.4%

10.8%

15.4%

39.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

民生委員

団体・家族会

その他

障がい者相談員

職場の人

市・支援センター

相談支援専門員・ワーカー

近所・友人

施設職員

医師・看護師

家族・親族

問6(1)相談相手 n=1,302人

0.3%

0.5%

0.9%

1.0%

1.2%

1.5%

2.8%

3.4%

4.3%

4.3%

6.4%

8.4%

12.5%

12.7%

13.1%

13.1%

13.5%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16%

民生委員

幼・保・学校

地域活動支援センター

ホームヘルパー

その他

障がい者相談員

団体

社会福祉協議会

相談支援センター

どこで入手できるかわからない

特にない

市役所

親族・友人

テレビ・新聞

病院

施設

市の広報・市HP

問6(2)サービス情報入手方法 n=1,293人

10.8%

26.7%

62.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

未回答

ある

ない

問7(1)差別を受けたことがあるか？ n=786人
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3.9%

8.0%

8.5%

9.7%

10.2%

13.9%

19.5%

26.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

その他

家庭

余暇の時間

医療機関

仕事を探すとき

住んでいる地域

学校・職場

外出先

問7(2)どこで差別を受けたか？ n=411

6.1%

27.4%

66.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

名前も内容も知っている

名前は聞いたことはある

知らない

問7(4)「あすてらす」を知っているか？ n=705人

23.5%

36.7%

39.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

名前は聞いたことはある

名前も内容も知っている

知らない

問7(6)「成年後見制度」を知っているか？ n=705人
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②障がい児アンケート集計結果（抜粋） 

0.7%

0.8%

2.3%

2.3%

3.2%

3.3%

4.1%

4.3%

5.7%

6.7%

7.6%

8.1%

8.2%

9.4%

10.1%

11.1%

12.1%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14%

その他

ボランティアの育成

スポーツ・余暇の援助

双方が触れ合う場

専門的な人材の確保

近所の理解・協力

相談機能の充実

配慮された住宅の整備

子どもの可能性を伸ばす教育

リハビリ・生活訓練施設の整備

拠点施設の整備

手続きの簡素化

配慮された道路・建物の整備

福祉教育・広報活動

在宅サービス充実

働く場の確保

災害時の支援

問9(1)障がい者にとって住みよいまちをつくるために必要なこと n=1,711人

4.8%

0.0%

3.2%

5.6%

5.6%

7.1%

73.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

未回答

病院

グループホーム

施設

その他

貸家・アパート

自宅

問3(2)将来どこで生活したいと思いますか？ n=320人
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3.2%

0.9%

2.5%

3.5%

3.8%

7.3%

9.2%

9.8%

11.7%

13.6%

13.6%

20.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

未回答

手話等支援

余暇充実

その他

在宅医療

在宅サービス

地域理解

住居

生活訓練

相談

教育

経済的負担

問3(4)将来、地域で生活するためには、どのような支援が必要か n=316人

0.5%

0.5%

0.5%

2.0%

2.0%

12.7%

25.9%

55.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

未回答

タクシー

バイク

デマンドバス

その他

電車・バス

自転車・徒歩

家族運転

問4(4)外出時に利用する移動手段 n=197人

0.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.5%

1.6%

2.7%

8.2%

18.0%

18.6%

22.4%

27.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

未回答

施設入所

専門学校等

勤務先

病院デイケア

その他

リハビリ

施設通所

自宅

特別支援学校

小中学校

幼稚園等

問4(7)平日の過ごし場所 n=183人
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0.0%

0.4%

0.8%

0.8%

1.2%

1.6%

4.1%

6.6%

7.8%

15.2%

18.9%

42.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

障がい者相談員

民生委員

職場の人

団体・家族会

相談支援専門員・ワーカー

その他

市・支援センター

近所・友人

医師・看護師

施設職員

幼・保・学校先生

家族・親族

問6(1)困ったときの相談相手 n=244人

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.4%

0.9%

1.8%

1.8%

2.7%

3.1%

7.1%

7.1%

8.0%

9.8%

16.4%

14.7%

25.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

民生委員

地域活動支援センター

ホームヘルパー

社会福祉協議会

相談支援センター

障がい者相談員

特にない

その他

どこで入手できるかわからない

団体

テレビ・新聞

病院

市役所

市の広報・市HP

親族・友人

幼・保・学校

施設

問6(2)サービスに関する情報の入手方法 n=225人
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3.2%

45.2%

51.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

未回答

ある

ない

問7(1)差別の有無 n=126人

2.5%

2.5%

6.3%

6.3%

6.3%

8.9%

30.4%

36.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

仕事を探すとき

医療機関

余暇の時間

家庭

その他

住んでいる地域

外出先

学校・職場

問7(2)どのような状況で差別を受けました？ n=79人
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③アンケート集計結果から見えたもの 

 ◆将来の居住先について 

障がい児者ともに、将来は、現在住んでいる自宅にて引き続き生活を送りたい

という希望が７割以上を占めています。 

   そのために必要な支援として、経済的負担の軽減の他、福祉・医療含めた在宅  

サービスが必要との意見が多くなっています。 

 

 ◆外出について 

   障がい児者ともに、家族による運転で外出している率が多く占めており、特に

障がい児については５割以上が家族の運転に頼らざるを得ない状況です。自転車

や徒歩、公共交通機関を利用している方は障がい児者ともに３割程度であり、市

で助成している福祉タクシー券や市の事業であるデマンドバスの利用は１割未

満となっています。 

   外出が困難な理由は様々ですが、費用負担が大きいこと、公共交通機関が少な

いこと、環境面の整備が不十分なことなどが挙げられています。 

 

 ◆平日の日中活動について 

   障がい児の多くは幼稚園や小中学校、特別支援学校など教育機関で過ごす割合

がほとんどですが、障がい者においては３割以上が自宅で過ごしています。また、

就労して勤務先で過ごしている方は 15％で、その内 37％がフルタイム勤務とな

っています。 

0.0%

0.6%

2.6%

2.6%

2.9%

3.6%

3.9%

3.9%

4.5%

4.9%

5.2%

5.5%

5.5%

8.1%

12.0%

14.2%

20.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

ボランティアの育成

その他

在宅サービス充実

双方が触れ合う場

手続きの簡素化

スポーツ・余暇の援助

配慮された住宅の整備

災害時の支援

拠点施設の整備

近所の理解・協力

相談機能の充実

配慮された道路・建物の整備

専門的な人材の確保

リハビリ・生活訓練施設の整備

福祉教育・広報活動

働く場の確保

子どもの可能性を伸ばす教育

問9(1)障害のある方が住みよいまちをつくるために必要なこと n=309



第１章  総 論 

21 

 

 ◆現在の主な収入および仕事について（障がい者のみ） 

   主な収入源としては障害年金やその他の年金と回答した方が 52％となってい

ます。また、就労して給与・賃金を得ている方は 20%となっています。 

   仕事続けるために必要なこととして、障がいの状態に沿った勤務条件や周囲の

理解等を求めていることが挙げられています。 

 

 ◆相談先について 

   障がい児者ともに、困ったときの相談先に家族や親族を挙げた方が４割となっ

ています。その他の相談先として、障がい者の特徴は医師や看護師、施設職員や

相談支援専門員に相談する割合が高いことに対し、障がい児は身近に接する幼稚

園や保育園、学校の先生、施設職員に相談する割合が高くなっています。 

   また、市が設置している障がい者相談支援センターを相談先とする割合は４％

台と低くなっています。 

 

 ◆サービスや制度に関する情報の入手方法について 

   障がい者は市役所（広報・ホームページ含む）や施設、病院、テレビや新聞、

など様々な方法で入手していますが、障がい児は施設や幼稚園・保育園・学校、

親族・友人などの割合が高くなっています。しかし、どこで入手できるかわから

ないと回答した方が障がい者で 4.3％、障がい児で 2.7％となっており、情報や

制度の入手方法について周知する必要があります。 

   市役所から入手する割合は８％台となっていますが、市が設置している障がい

者相談支援センターから入手していると回答した方は障がい者で 4.3％、障がい

児で 0.4％となっています。 

 

 ◆差別を受けたことがあるかについて 

   障がい児者ともに、学校や職場、外出先あるいは住んでいる地域において差別

を受けた経験があると回答した方が５割以上となっています。障がい者は 57％

であったことに対し、障がい児は 75.9％が学校や職場、外出先あるいは住んでい

る地域で差別を受けたと回答しています。 

   また、平成 28 年 4 月より施行された差別解消法の認知度は障がい者で 20％程

度、障がい児で 15％となっています。 

 

◆あすてらす・成年後見制度について（障がい者のみ） 

   社会福祉協議会が実施している『あすてらす』については 66.5％、成年後見制

度については 39.7％の方が制度を知らないという状況です。また、各制度の内容

は知らないが必要なときには利用したいという方が 75.6％と多く占めています。 

 

 ◆障がい児者にとって住みよいまちをつくるために必要なことについて 

   障がい児者ともに共通しているのは、働く場の確保を求めていることや福祉教

育・広報活動が上位に挙げられています。 
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障がい児においては、子どもの可能性を伸ばすような教育やリハビリ・生活訓

練施設の整備など、教育と福祉の充実を求める傾向が強く表れています。障がい

者においては、災害時の支援や在宅サービスの充実など、在宅生活の充実を求め

る傾向となっています。 

 

⑤アンケート自由意見の概要（主要な意見を集約） 

【障がい者】 

 ・相談先がどこにあるのか分かりづらい、あるいは知らない。事業所がどのぐらい 

  あるのか、所在地等の情報を欲しい。 

 ・グループホームや短期入所施設等の事業所が不足している。市外の事業所を利用 

したくても満員で利用しづらい。 

・医療的ケアの対応が出来る事業所が市内にない。 

 ・行政にも家族にも出来る事には限度がある。今一番の関心事は、親亡き後。考え

ても答えの出ない問題。 

・デマンドバスが自力で乗降できる方のみであり使いづらい。また、行き先が市内 

 のみであり、市外への外出に使えない。 

 ・下野市内に障がい者の就労先が少ない。また、就労継続支援事業所を利用しても 

  多くは市外であり、送迎非対応だと通所に伴う移動の問題がある。 

 ・身体障がい者に対するバリアフリーが進んでいない。もっと整備して欲しい。 

 

【障がい児】 

 ・障がい児が入園できる保育園や幼稚園が少なく、差別されて悲しい。もっと受け 

入れ体制を整えて欲しい。 

 ・延長保育や学童保育が利用出来ず困っている。障がい児と一緒に暮らすと仕事が

出来ない。仕事がしたい。また、18 時までではなくもっと長めにして欲しい。 

・幼稚園や保育園の先生が障がいや発達障害について理解不足。もっと勉強して欲 

しい。 

・栃木県立特別支援学校宇都宮青葉高等学園の募集人数が少ない事。希望すれば入 

学出来る様にして欲しい。又この様な学校を増やすべきだと思う。栃木県は発達 

障がいの子供達の支援にもっと力を入れるべきだと思う。 

 ・教育と福祉の連携が必要。また、中学校の特別支援学級の先生の数が少ない。 

 ・市内に放課後等デイサービスなどの事業所が少ない。また、送迎が無い事業所へ 

通所するには送迎しなければならず、大変である。 

 ・グループホームだけでなく、全体的に事業所が少ない。また、どこにどんな事業 

  所があるのか分からない。 

 

⑥障がい児者支援団体へのアンケート 

  障がい児者支援団体から活動状況や現状を把握するためにアンケート調査を実

施しました。 
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【調査概要】 

調 査 団 体 

身体障害者福祉会   けやきサポーター 

おもちゃの図書館、  心身障害児父母の会 

精神保健福祉家族会  栃木県重症心身障害児（者）を守る会 

すまいるの会     とちぎ高次脳機能障害友の会 

いいこみ       栃木県中途失聴・難聴者協会 

わかばクラブ     ㈶日本ダウン症協会栃木支部（つくしの会） 

栃木県自閉症協会県南地区自閉症児者いちごの会（親の会） 

手 法 郵送による配布・回収 

回 収 状 況 配布 13 団体、回収数 12 団体     回収率 92.3％    

調 査 時 期 平成 29 年７月 31 日から平成 29 年８月 21 日 

調 査 項 目 

・団体活動について      

・障がいのある方を取り巻く環境について   

・障がいのある方の社会活動について 

・自由意見 

 

【結果概要】 

◆団体の活動について 

＜課題・問題＞ 

  ・活動場所の確保が難しい。 

・会員の高齢化や入会者が現れず、人材が足りなくなっていることから、役員の 

負担が大きくなる。 

  ・会員数が年々減少して行くのに伴い、新規会員加入を促進したいが、個人情報

等の関係で手帳所持者など対象者が把握できない。 

  ・一般ボランティアの関わる機会がもてない。 

  

＜活動を行う上での行政に望む支援＞ 

  ・活動場所の提供 

  ・対象者の情報 

・広報紙への掲載や手帳等の発行の際に団体リーフレットの配布への協力。 

・会場を借りる際の手続きの簡素化や日曜日に利用する場合の減免措置。 

・他団体の情報提供。 

 

◆障がいがある方を取り巻く環境について 

＜ボランティア活動の充実について＞ 

・下野市は、障がいのある方やその家族を支援するボランティア活動が充実して

いないとの回答がほとんどであり、特に障がい児者の家族の支援が不十分であ

る。 
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＜地域住民の障がいに対する理解や差別解消は進んでいるか＞ 

・進んでいないと思う回答が 6 割程度であり、具体的意見として理解促進のため

小・中学校からの教育、広報、啓発活動が必要、健常者と障がい者が同時に集

う場所や機会が少ないため差別が発生するレベルに至らない。 

 

＜問題点・不安＞ 

・親の高齢化や親なきあとの問題。 

・災害時の避難や避難場所での生活への配慮。 

・重症心身障害児については、社会の認知度が低いため対応が遅れている。 

・義務教育が終了するとサポート体制が少なくなる。 

・成人期は、地域の中で生活することが多くなるため問題も出てくるため、精神

障害や知的障害の方が利用する施設の支援者には、対応方法や地域との関わり

方を教えてもらいたい。 

 

＜必要と思うこと＞ 

・重度の対象児が家族の支援が受けられなくなった時の送迎の支援。 

・24 時間体制の支援者がいる、ショートステイのための病院や施設を増やすこと。 

・エレベーターの大型化や少しの段差でもなくすこと。 

・市の学校教育サポートセンターにおいて、義務教育が終了しても就職も含めた

相談が可能な体制にして欲しい。 

 

◆障がいのある方の社会活動について 

＜問題点・不安＞ 

・移動手段の確保がスムーズに進まない。 

・歩道の段差や建物の構造上の問題など、車椅子ばかりでなく、視覚障害者にと

っても大きな問題である。 

・精神障がい者の就労は中々長続きせず短期間で挫折する場合が多い。 

・重症心身障害児は、社会に周知されにくいため活動の場もなく、自分では動け

ないため、親の負担が大きい。 

・親亡き後の事を考えると不安。 

・地域活動の情報がわからない。 

 

＜解決するために＞ 

・障がい者と地域社会の双方の努力が必要と感じる。 

・地域で障がいをもっと身近にとらえる感覚を養いたい。 

・子どもたちのために、市や県に要望をださなければと思っている。 

・活動をするための仲間同士の送迎に対する保障、若しくは交通手段の充実。 

・就労支援及び就労の場の確保。 
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３ 障がい福祉サービスの提供状況 

 障がい福祉サービス及び障がい児通所サービスの実績については次のとおりです。 

 

（１）障がい福祉サービス  

サービス種別 単 位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

訪問系サービス合計 
利用時間 【時間/月】 1,099  1,160  1,382  

利用者数 【人/月】 74  81  89  

 

居宅介護 
利用時間 【時間/月】 970  1,020  1,209  

利用者数 【人/月】 66  73  79  

重度訪問介護 
利用時間 【時間/月】 0  0  0  

利用者数 【人/月】 0   0  0  

同行援護 

（視覚障がい者） 

利用時間 【時間/月】 24  36  48  

利用者数 【人/月】 2  2  3  

行動援護 
利用時間 【時間/月】 105  104  125  

利用者数 【人/月】 6  6  7  

重度障害者等 

包括支援 

利用時間 【時間/月】 0  0  0  

利用者数 【人/月】 0  0  0  

生活介護 
利用日数 【日/月】 2,267  2,285  2,449  

利用者数 【人/月】 116  118  125  

自立訓練 

（機能訓練） 

利用日数 【日/月】 0  0  0  

利用者数 【人/月】 0  0  0  

自立訓練 

（生活訓練） 

利用日数 【日/月】 40  17  28  

利用者数 【人/月】 3  3  2  

宿泊型自立訓練 
利用日数 【日/月】 22  67  79  

利用者数 【人/月】 1  2  3  

就労移行支援 
利用日数 【日/月】 270  311  214  

利用者数 【人/月】 17  19  13  

就労継続支援Ａ型 
利用日数 【日/月】 334  450  570  

利用者数 【人/月】 17  23  29  

就労継続支援Ｂ型 
利用日数 【日/月】 1,731  1,863  1,998  

利用者数 【人/月】 94  103  104  

療養介護 利用者数 【人/月】 5  5  6  

短期入所 

（福祉型） 

利用日数 【人/月】 43  55  75  

利用者数 【日/月】 6  9  10  
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短期入所 

（医療型） 

利用日数 【人/月】 16  22  17  

利用者数 【日/月】 4  3  3  

共同生活援助 

（グループホーム） 
利用者数 【人/月】 47  47  47  

施設入所支援 利用者数 【人/月】 56  57  61  

計画相談支援 利用者数 【人/月】 62  64  64  

地域移行支援 利用者数 【人/月】 1  1  1  

地域定着支援 利用者数 【人/月】 1  1  0  

 

 

（２）地域生活支援事業  

サービス種別 単 位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

理解促進研修・啓発事業 実施の有無 有  有  有  

自発的活動支援事業 実施の有無 有  有  有  

障害者相談支援事業 
実施 
箇所数 

【箇所】 1  1  1  

基幹相談支援センターの 

設置の有無 
設置の有無 無  無  無  

基幹相談支援センター等 

機能強化事業 
実施の有無 無  無  無  

住宅入居等支援事業 実施の有無 無  無  無  

成年後見制度 

利用支援事業 
利用者数 【人/年】 2  1  1  

成年後見制度 

法人後見支援事業 
実施の有無 無  無  無  

手話通訳者・要約筆記者 

派遣事業 
利用件数 【人/年】 11  9  19  

手話通訳者設置事業 設置者数 【人/年】 0  0  0  

手話奉仕員 

養成研修事業 

講習 
修了者数 

【人/年】 9  8  8  

日常生活用具合計 件数 【件/年】    

 

介護・訓練等支援用具 件数 【件/年】 0  6  5  

自立生活支援用具 件数 【件/年】 7  10  8  

在宅療養等支援用具 件数 【件/年】 5  6  4  

情報・意思疎通支援用具 件数 【件/年】 10  9  9  

排せつ管理支援用具 件数 【件/年】 1,104  1,132  1,100  

居宅生活動作補助用具 件数 【件/年】 4  1  2  
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移動支援事業 
利用者数 【人/年】 34  37  40  

利用時間 【時間/年】 1,235  1,347  1,450  

地域活動支援センター 

機能強化事業 

（地域活動支援センターⅡ型） 

実施箇所 【箇所】 1  1  1  

利用者数 【人/年】 26  27  28  

訪問入浴サービス 
実施箇所 【箇所】 1  1  1  

利用者数 【人/年】 2  3  3  

日中一時支援事業 
実施箇所 【箇所】 17  16  18  

利用者数 【人/年】 63  64  58  

自動車運転免許 

取得費助成 
実施件数 【件/年】 2  2  2  

自動車改造費助成 実施件数 【件/年】 0  1  1  

 

 

（３）障がい児通所サービス  

サービス種別 単 位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

児童発達支援 
利用日数 【日/月】 228  245  242  

利用者数 【人/月】 67  80  74  

医療型児童発達支援 
利用日数 【日/月】 0  5  7  

利用者数 【人/月】  0  1  2  

放課後等デイサービス 
利用日数 【日/月】 429  643  865  

利用者数 【人/月】 60  70  84  

保育所等訪問支援 
利用日数 【日/月】 1  0  0  

利用者数 【人/月】 1  0  0  

障がい児相談支援 利用者数 【人/月】 21  28  21 
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４ 第４期障がい者福祉計画の主な施策の評価について 

 

（１）生活支援 

の充実 

評 価 

下野市地域自立支援協議会において専門部会を設け、障害福祉サ

ービスや相談支援体制の充実に向けて課題の共有や解決策の協議・

実施に努めました。今後は、情報提供体制や家族の支援等の充実を

図るため、基幹型相談支援センターの設置を検討する等、相談支援

体制の更なる強化が必要です。 

 

（２）生活環境 

の充実 

評 価 

災害時における安全確保を図るため、要援護者台帳の整備やホー

ムページやメール配信等による災害情報の提供等、避難支援体制の

整備に努めました。また、下野市総合防災訓練等を実施し、災害時

における速やかな避難体制がとれるよう努めました。福祉タクシー

やデマンドバスの利用促進による移動支援も図っていますが、今後

も引き続き生活環境の充実に向けて事業を進める必要があります。 

 

（３）保健・医療体制 

の充実 

評 価 

保健・医療の関係機関と連携を図り、支援体制の充実に努めまし

た。また、乳幼児健診や就学時健診等により疾病や障がいの早期発

見・対応を行える整備に努めました。今後も関係機関との連携を図

るとともに、複雑多岐化するニーズに対応していくことが必要です。 

 

（４）保育・教育体制 

の充実 

評 価 

こばと園を中心とする療育機関や市内の保育園・幼稚園、教育委

員会等が連携し、一人ひとりの個性や障がいの特性に応じて乳幼児

期から学校卒業まで切れ目ない保育・療育が受けられる支援体制に

努めました。また、特別支援学校生には教職員と社会福祉課の保健

師が連携し、卒業後の進路支援を行っています。今後、増加する障

がい児福祉サービスの見込量確保に向けて、市内外の事業者との連

携が必要です。 
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（５）就労支援 

       の充実 

評 価 

障がい者が自立した生活を営むことができるよう、障害者職業セン

ターや障害者就業・生活支援センター、就労移行支援事業所等を連携

し、障がいの種別・程度等に応じた総合的な就労支援に努めました。ま

た、障害者優先調達推進法に基づき、障害者就労支援事業所に通所する

障がい者の賃金向上に繋がるよう、優先調達に努めました。今後も障が

いのある方の就労支援体制の充実のため、関係課・機関等と連携して事

業を進める必要があります。 

 

（６）社会参加 

       の支援 

評 価 

障がい者が地域の一員として、文化・スポーツ活動等に積極的に

参加できるよう、各種行事やイベント等の環境づくりや情報周知に

努めました。 

手話通訳者や要約筆記奉仕員の派遣事業等を実施し、社会参加の

促進に努めました。 

市内障がい児・者支援団体の活動を広めるための支援が必要です。

障がいのある人もない人も相互に理解し、様々な交流を経て社会参

加が進むよう努めることも重要です。 

 

（7）協働による 

まちづくり 

の推進 

評 価 

障害者差別解消法の施行に基づき、障がいの理解に関する講演会

の実施や、ヘルプマーク・カードの導入等により、障がいに対する

理解促進に努めました。今後も障がいや障がい者に対する理解を深

めるために、地域、行政、市民、関係機関等が協働し支えあう地域

福祉を推進する必要があります。 
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５ 下野市地域自立支援協議会から出た課題 

（１）就労部会 

①１２月の障がい者週間で広報誌へ障がい者雇用の実態を紹介する取組みの継続。

（精神障がい者の雇用例や就労支援施設からどんな訓練を経て企業に就職する

かなどを紹介することも必要） 

②庁舎販売の方法を工夫し、売り上げの向上と市民への障がい者理解を促す効果

的な啓発活動の検討。 

③商工会や市内工業団地組合と連携した情報交換の実施。 

④福祉的就労の場である市内就労支援施設の現状把握と課題整理。障がい者雇

用に関し、商工会や工業団地組合等と連携した情報交換等の実施。 

 

（２）こども部会 

①幼稚園、保育園、学童保育、小中学校などの支援員を対象に、軽度の発達障が

い児が増えている現状より、その子どもの支援の仕方に関する勉強会の検討。 

②こばと園スタッフによる各幼稚園・保育園への巡回相談や国分寺特別支援学校

による地域巡回相談による具体的な支援方法を指導してもらう機会の検討。 

③障がい児と健常者の小さい頃からの交流の検討。 

 

（３）相談支援部会  

①障がい福祉サービス利用に不可欠な相談支援事業所の拡充。 

②下野市における相談先（下野市障がい者相談支援センター、社会福祉課等）の普

及啓発。 

③基幹型相談支援センターの在り方や方向性の検討。 

④福祉サービスにおける地域課題と対応策の検討。 

 

※自立支援協議会とは、関係機関、関係団体及び障がい者等の福祉、医療、教育、雇

用に関連する従事者等が地域における障がい者等の支援に関する課題について、情

報を共有し、連携を図るとともに地域の実情に応じた体制の整備について協議を行

い、障がい者等への支援体制の整備を図ることを目的に設置する機関です。 
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Ⅲ 計画の基本的な考え方                                  

１ 計画の基本理念 

  

 

 

 

 

  

障がいのある人もない人もともに生きる「共生のまち しもつけ」 

 「ふれあうこころ かよいあうこころ たすけあうこころ」 

 

     

 

 

 

 

 

 

計画の基本理念は、前期計画を引継ぎ「ふれあうこころ かよいあうこころ たす

けあうこころ」とします。 

市民誰もが障がいの有無によってわけ隔てることなく、相互人格と個性を尊重し合

いながら共生する社会、障がいのある人もない人も共に生きる「共生のまち しもつ

け」を目指します。 
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２ 計画の基本目標 

本計画の基本理念を具体的に推進していくため、国の定めた基本指針に基づき、

以下の基本目標を設定し、各種施策に取り組みます。 

 

 生活・相談支援体制の充実 

障がいのある人が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、障害福祉サ

ービスや生活支援事業の量や質の確保、また地域生活を支える保健・医療・福祉の

連携により、安心して生活できる支援体制の構築に努めます。 

障がいのある方やその家族のニーズにあった相談に対応できるよう、相談支援体

制の充実を図ります。 

 障がい児支援体制の充実 

障がいのある子どもが、一人ひとりの障がいの特性や発達に合わせて能力や可能

性を伸ばせるよう、保健・医療・福祉・教育の連携により、切れ目のない支援を受

け続けることができる体制づくりに努めます。 

障がいの有無にかかわらず、全てのこどもが、共に成長できるよう、地域社会へ

の参加やインクルージョンを推進します。 

 社会参加の支援 

障がいのある人が生きがいをもち、豊かで自立した日常生活や社会生活を送るこ

とができるよう、文化・スポーツ・レクリエーションなどの活動の充実や地域との

交流による社会参加の促進を図ります。 

就労を希望する方がその特性にあった様々な就労支援が受けられるよう、就労支

援体制の充実を図ります。 

 協働によるまちづくりの推進 

障がいのある人もない人も人間としての尊厳や権利が尊重され、社会参加できる

よう、あらゆる差別や偏見をなくし、共に支え合い生きる「共生社会」の実現を目

指します。 

地域において安全、安心に暮らすことができるよう、ユニバーサルデザインのま

ちづくりを推進するとともに、災害時における避難体制の充実を図ります。 

子どもの頃からの人権教育や福祉に関する教育を進めるとともに、地域福祉活動

やボランティア活動を促し、障がいのある人を地域で支える環境づくりに努めま

す。 

 

 

 

 

 

 

１ 

２

３ 

４ 

小山富士見台病院デイケアセンター利用者作 
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３ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふ
れ
あ
う
こ
こ
ろ 

か
よ
い
あ
う
こ
こ
ろ 

た
す
け
あ
う
こ
こ
ろ １ 障がいの理解促進と普及啓発 

２ ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 

３ 防災・防犯対策の推進 

４ 地域の福祉意識の醸成 

５ 地域福祉・ボランティア活動の推進 

６ 障害者差別解消の推進 

施    策 基 本 目 標 基本理念 

１ 多様な就労機会の確保と推進 

２ 文化・スポーツ・レクリエーション活動の推進 

３ コミュニケーション支援体制の充実 

４ 障がい児・者との地域交流の推進 

１ 保育・療育環境の充実 

２ 特別支援教育の推進 

３ 医療的ケア児の支援体制の推進 

４ 福祉と教育の連携による切れ目ない障がい

児支援体制の推進 

１ 障がい福祉サービス・生活支援事業の充実 

２ 相談支援・情報提供体制の充実 

３ 共生社会に向けた包括的な連携推進 

４ 地域生活の場の確保 

５ 権利擁護の推進 

６ 移動支援の充実 
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Ⅰ 生活・相談支援体制の充実                                 

１ 障害福祉サービス・生活支援事業の充実 

 市内外の施設や事業所、関係機関と連携し、利用者のニーズと必要なサービス見込

量を把握し、適切なサービスの提供に努めます。 

事業名 １．訪問系サービス（居宅介護、同行援護等） 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇障がい児・者が住み慣れた自宅において、自立した生活を送れるよ

う、利用者数、施設入所者及び入院者の地域移行者数を勘案し、適

切なサービスを提供します。 

 

事業名 ２．日中活動系サービス（生活介護、自立訓練等） 

担当課 社会福祉課 

事業内容 
◇障がい者が施設等において、就労訓練やリハビリテーション、創作

的活動等、日中活動を行うサービスを提供します。 

 

事業名 ３．居住系サービス（共同生活援助、施設入所支援等） 

担当課 社会福祉課 

事業内容 
◇在宅での生活が困難な障がい者に、居住の場と日常生活の支援を行

うサービスを提供します。 

 

事業名 ４．計画相談支援（計画相談支援、地域移行支援等） 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇障がい福祉サービス等の利用や継続に際し、障がい児・者の心身の

状況や環境等を勘案したサービス利用計画を作成するとともに、定

期的に相談支援を担うサービスを提供します。 

◇医療機関や関係機関と連携し、入院中の精神障がい者の地域生活へ

の移行や、定着を支援するサービスを提供します。 

 

事業名 ５．その他の障害サービス（自立支援医療、補装具給付） 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇障がい児・者が心身の障がいの状態の軽減を図り、自立した生活を

行うために必要な医療費助成サービスや、障がい児・者の失われた

身体機能を補完または代償する補装具を給付します。 
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事業名 ６．地域生活支援事業（相談支援、成年後見制度利用支援等） 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇障がい児・者がその能力や適正に応じて、自立した日常生活や社

会生活を営むことができるよう、相談支援や成年後見制度利用支

援などのサービスを提供します。 

 

 

２ 相談支援・情報提供体制の充実 

障がいのある人が個々のニーズに応じた相談ができるよう、相談支援体制の充実を 

図るとともに、必要な情報を得ることができるよう、情報の適切な提供に努めます。 

事業名 １．相談支援体制の充実 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇障がい種別や相談内容が複雑多岐化していることから、相談支援機

能強化のため、地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹型

相談支援センターを平成３２年度末までに設置することを目標と

します。 

 

事業名 ２．情報提供体制の充実 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇障がいのある人が必要とする情報を取得することができるよう、広

報誌掲載はもとより、インターネット等を活用しながら分かりやす

く発信するほか、保健福祉ガイドブックや各種媒体による情報発信

に努めます。 

 

 

３ 共生社会に向けた包括的な連携推進 

 障がいのある人もない人も、共に支え合って暮らすことができる地域社会を目指し、

保健・医療・福祉・教育等、様々な機関と連携を推進します。 

事業名 １．地域自立支援協議会 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇地域の障がい福祉に関わる人材・機関を中心に、障がい児・者等へ

の支援体制に関する情報を共有し、関係機関の連携を図るととも

に、地域の実情に応じた体制の整備に努めます。 
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事業名 ２．関係機関との連携強化 

担当課 社会福祉課・高齢福祉課・こども福祉課・健康増進課・学校教育課 

事業内容 

◇障がいだけでなく、高齢者、こども等も関連する複雑多岐にわたる

相談事例に対し、どこに相談しても適切な支援を受けられるよう、

保健・医療・福祉・教育等の横断的な連携強化に努めます。 

◇65 歳に到達した障がい者が、円滑に介護保険に移行できるよう、ケ

アマネジャーや地域包括支援センターを始めとする関係機関との

連携に努めます。 

 

４ 地域生活の場の確保 

 障がいのある方が、地域で自立した生活が送れるよう住まいの場の確保を支援しま

す。 

事業名 １．自立した生活の場の確保 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇障がいのある方の「親なき後」の自立した生活支援、また入所施設

から安心して地域生活に移行できるよう、グループホーム等の誘致

を推進し、地域生活の場の確保を支援します。 

 

事業名 ２．緊急時の受け入れ先の確保 

担当課 社会福祉課 

事業内容 
◇安定した地域生活が送れるよう、緊急時の受け入れ先の確保等に努

めます。 

 

 

５ 権利擁護の推進 

『障害者虐待防止法』に基づき、障がい者に対する虐待防止や発生時の早期対応を

はじめ、十分な意思表示や自己決定が困難な障がい者の人権や権利が侵害されないよ

う、権利擁護の推進に努めます。 

事業名 １．権利擁護 

担当課 社会福祉課・高齢福祉課・安全安心課 

事業内容 

◇意思表示や自己決定など、判断能力が十分でない障がい者の人権や

権利を擁護するため、あすてらすや成年後見制度の利用推進に努め

ます。 

◇障がい者が訪問販売や電話勧誘販売等による契約のトラブルなど

に巻き込まれないよう、下野市消費生活センターを始めとする関係

機関と連携し、権利擁護に努めます。 
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事業名 ２．虐待の防止 

担当課 社会福祉課・高齢福祉課・こども福祉課・健康増進課・学校教育課 

事業内容 

◇障がい児・者に対する虐待の防止や早期発見、対応を図るため、医

療機関や福祉事業者、教育機関、地域住民等、関係機関との連携を

密にし、地域全体で虐待の防止に努めます。 

◇虐待の通告あるいは通報を受けた場合、適切に対処するために速や

かに事実確認を行い、被虐待者の保護と支援に努めます。 

 

 

６ 移動支援の充実 

 障がいのある方の社会参加の機会や行動範囲の拡大のため、移動できる環境づくり

を推進します。  

事業名 １．移動支援の充実 

担当課 社会福祉課・安全安心課 

事業内容 

◇福祉タクシー利用助成制度については、内容等の見直しの検討を行

い、制度の充実及び利用促進に努めます。 

◇公共交通であるデマンドバスの制度周知、普及啓発を図るととも

に、利便性の向上や利用促進に努めます。 

◇移動支援事業の周知のため、窓口等において普及啓発を図ります。 

 

 

Ⅱ 障がい児支援体制の充実                                 

１  保育・療育環境の充実 

 乳幼児期から一人ひとりの障がい特性や個性に合った支援のため、療育・保育体

制の充実を図ります。 

事業名 １．保育園等における障がい児保育等の充実 

担当課 こども福祉課 

事業内容 

◇保育園、認定こども園、幼稚園において、障がいのある子どもの受

け入れ体制の整備及び保育士等の障がいに対する知識向上や指導

者の育成に努めます。 

 

事業名 ２．放課後児童クラブ等における障がい児の受け入れ推進 

担当課 こども福祉課 

事業内容 

◇児童の放課後や長期休業中の安全・安心な居場所として、集団に対

応できる児童に対し、放課後児童クラブ等における受入れ体制の整

備に努めます。 
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事業名 ３．障がい児福祉サービス体制の充実 

担当課 社会福祉課 

事業内容 
◇療育支援や放課後等デイサービスの必要な支援が受けられるよう、

提供体制の確保に努めます。 

 

 

２  特別支援教育の推進 

一人ひとりの個性や障がいの特性に応じて、乳幼児期から成人期まで切れ目ない支

援が受けられるよう連携した支援体制を図り、特別支援教育の推進に努めます。 

事業名 １．乳幼児健診等による早期の支援介入 

担当課 社会福祉課・こども福祉課・健康増進課・学校教育課 

事業内容 

◇一人ひとりの個性や障がいの特性に応じた保育・療育・教育を適切

に受けられるよう、乳幼児健診や就学時健診などを通じ関係機関等

と連携を図り、早期からの一貫した支援を行えるよう努めます。 

 

事業名 ２．特別支援教育の充実 

担当課 学校教育課 

事業内容 

◇特別支援教育に携わる教職員や学校教育サポートセンターの職員

の資質や専門性の向上を図るとともに、障がいのある児童生徒が安

心して学習・生活ができるよう、一人ひとりの個性や障がいの特性

に応じた特別支援教育の充実に努めます。 

 

 

３  医療的ケア児の支援体制の推進 

医療的ケアを必要とする児が地域において適切な支援が受けられる体制を構築し、

安定した在宅生活が送れる体制整備に努めます。 

事業名 １．医療的ケア児の支援体制の推進 

担当課 社会福祉課・こども福祉課・健康増進課・学校教育課 

事業内容 

◇医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、保健・医療・障害

福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場を平成

３０年度末までに県南障害保健福祉圏域内に設置することを目標

とします。 
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４  福祉と教育の連携による切れ目のない障がい児支援体制の推進 

乳幼児期から成人期へと成長する障がい児のライフステージに応じた適切な支援

を受け続けられるよう、相談支援体制の充実に努めます。 

事業名 １．障がい児の相談支援体制の充実 

担当課 社会福祉課・こども福祉課・健康増進課・学校教育課 

事業内容 

◇障がい児がそれぞれのライフステージにおいて、乳幼児期から就学

期、就学期から成人期に円滑に移行できるよう、保健・医療・福祉・

教育の関係機関が連携を密にした支援体制の充実に努めます。 

◇発達障害や高次脳機能障害等、より専門的な対応を必要とする障が

い児やその家族に対し、栃木県発達障害者支援センター『ふぉーゆ

う』や下野市障がい者相談支援センター等と連携し、適切な相談支

援に努めます。 

 

 

Ⅲ 社会参加の支援                             

１  多様な就労機会の確保と推進 

 障がい者が、その意欲や適正に応じて就労できるよう、関係機関と連携し総合的な

就労支援の推進に努めます。 

事業名 １．就労支援体制の強化 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇就労を希望する障がい者に対し、ハローワークや障害者就業・生活

支援センター、関係各課等と連携し、障がい者の就労や定着支援を

行います。 

 

事業名 ２．障がい者雇用に対する理解促進 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇障がい者雇用の促進に向けて、実際の雇用事例等を広報誌やホーム

ページ等を活用し、理解促進に努めます。 

◇雇用する側と雇用されたい側との相互理解を図るための情報発信

を行います。 

 

事業名 ３．官公需の促進 

担当課 社会福祉課 

事業内容 
◇『下野市障がい者優先調達推進方針』に基づき、障害者就労支援事

業所等の提供する物品・役務の優先調達を推進します。 
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２  文化・スポーツ・レクリエーション活動の推進 

障がい児・者が地域の一員として文化・スポーツ・レクリエーション活動等に親し

める環境づくりを推進し、参加促進のための支援の充実を図ります。 

事業名 １．活動への支援、情報発信 

担当課 社会福祉課・生涯学習文化課・スポーツ振興課 

事業内容 

◇文化・スポーツ・レクリエーション活動等への参加促進や活動への

支援に努めるとともに、障がい児・者が各種講座、イベント等に気

軽に参加できるよう合理的配慮に努めます。 

◇各種講座、イベント等の情報を広報誌、ホームページ等を活用し、

障がい児・者の活動促進に繋がるよう努めます。 

 

事業名 ２．障がい児・者スポーツの推進 

担当課 スポーツ振興課・社会福祉課 

事業内容 

◇障がい児・者のスポーツ活動の促進のため、障害者スポーツ協会及

び総合型地域スポーツクラブ、市スポーツ推進委員会等の関連団体

と連携を図り、障がい児・者が楽しめるスポーツ普及のための教室

等を開催します。 

◇２０２０東京パラリンピックや平成３４年栃木県開催の全国障害

者スポーツ大会等をきっかけとし、障がい児・者スポーツの機運醸

成に努めます。 

 

 

３ コミュニケーション支援体制の充実 

 障がい児・者が多くの人とふれあい、円滑な交流が図れるよう、コミュニケーショ

ン支援体制の充実に努めます。 

事業名 １．コミュニケーション支援体制の充実 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇コミュニケーション支援として、手話通訳ボランティア育成のため

広域での講座開催や、社会参加等のための手話通訳者、要約筆記奉

仕員の派遣事業を実施し事業の充実に努めます。 

◇視覚、聴覚等に障がい児・者が円滑にコミュニケーションを図れる

よう、適切な日常生活用具の給付に努めます。 
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４ 障がい児・者との地域交流の推進 

 障がい児・者が地域の一員として生活していけるよう、地域活動や交流活動への参

加促進を支援します。 

事業名 １．地域活動への参加促進 

担当課 社会福祉課・市民協働推進課 

事業内容 
◇障がい児・者が、地域の活動に参加できるよう、地域への啓発活動

や参加しやすい環境づくりを推進します。 

 

事業名 ２．交流活動への参加促進 

担当課 社会福祉課・学校教育課 

事業内容 

◇下野市社会福祉協議会や関係機関と連携を図り、障がい者相互の情

報交換や障がい者団体づくりに対する支援に努めます。また、障が

い者団体等の情報を提供し、団体活動への理解や加入促進を図り、

交流の機会の拡充を推進します。 

◇ふれあいふくし運動会、ふくしフェスタ、障がい児者交流会等の行

事を通じ、地域住民と障がい児・者の交流促進に努めます。 

◇小中学校に通う児童・生徒と特別支援学校に通う障がい児との交流

活動を促進します。 

 

Ⅳ 協働によるまちづくりの推進                             

１  障がいの理解促進と普及啓発 

 障がいや障がい児・者に対する理解と普及啓発に努めます。 

事業名 １．障がいの理解促進と普及啓発 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇障がいや障がい児・者への理解を促進するために、広報やホームペ

ージ等各種媒体やイベント等の機会を活用するほか、市民を対象と

した講演会を開催するなど、周知啓発を図ります。 

◇障がいや障がい児・者に対する理解のための『ヘルプマーク、ヘル

プカード』の普及啓発に努めます。 

２ ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 

障がいの有無にかかわらず、全ての人にあったユニバーサルデザインのまちづくり

を推進します。  

事業名 １．ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 

担当課 都市計画課 

事業内容 ◇障がい児・者を含めた全ての人が安全、安心、快適に暮らし、ユニ
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バーサルデザインの視点に立ったまちづくりを推進します。 

事業名 ２．バリアフリー化の推進 

担当課 社会福祉課・都市計画課・建設課 

事業内容 

◇栃木県『ひとにやさしいまちづくり条例』に基づき公共施設等のバ

リアフリー化を推進します。 

◇身体障がい児・者が住み慣れた自宅で住み続けられるよう、住宅改

修等により日常生活環境の整備を支援します。 

 

 

３ 防災、防犯対策の推進 

すべての障がい児・者が安全・安心な生活を営めるよう、防災・防犯対策を推進しま

す。 

事業名 １．防災、災害時対策の推進 

担当課 社会福祉課・安全安心課 

事業内容 

◇災害時における要支援者の名簿登録を推進し、民生委員児童委員と

の連携を図り要支援者の支援体制の強化に努めます。また、障がい

児・者が避難所において安心した避難生活ができるよう、必要な居

住スペースの配慮に努めます。 

◇民生委員児童委員、下野市社会福祉協議会と連携した下野市総合防

災訓練等を実施し、防災に関する情報の周知とともに災害時におけ

る適切な避難体制の整備に努めます。 

◇災害等の際に支援を得られやすくするため、必要な支援内容等を予

め記入し所持できる『ヘルプカード』の普及啓発を図ります。 

 

事業名 ２．防犯対策の推進 

担当課 社会福祉課・安全安心課 

事業内容 
◇安全安心に暮らせるよう、警察署と連携を図り、地域における防犯

対策の推進と防犯意識の向上に努めます。 

 

 

４ 地域の福祉意識の醸成 

 障がいについての理解を深めるとともに、地域の福祉意識の醸成を図ります。 

事業名 １．体験学習・福祉教育の推進 

担当課 学校教育課 

事業内容 

◇子どもの頃から福祉に対する意識を醸成させるため、学校と下野市

社会福祉協議会が連携し、様々な体験学習の機会を通し福祉教育活

動を推進します。 
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事業名 ２．地域の人材による啓発活動の推進 

担当課 社会福祉課 

事業内容 
◇地域に根差して活躍する民生委員児童委員や障害者相談員の活動

を通し、福祉に対する意識の醸成に努めます。 

 

 

５ 地域福祉・ボランティア活動の推進 

 互いに支え合う地域社会を目指し、地域福祉やボランティア活動を推進します。 

事業名 １．ボランティア活動の推進 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇下野市社会福祉協議会と協力し、地域活動のけん引となるボランテ

ィア養成活動を支援します。 

◇栃木県県南健康福祉センターと連携し、精神障がいのピアサポータ

ーの周知に努め、活動の促進に繋がるよう支援します。 

 

事業名 ２．地域福祉計推進体制の整備促進 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇平成２９年３月に策定した『第２期下野市地域福祉計画』に基づき、

住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために、市民、福祉関係の

事業者・団体と行政がそれぞれの立場で協力しあい、地域全体で地

域の福祉課題の解決に取り組みます。 

 

 

６ 障がい者差別解消の推進 

障がいのある人もない人も、互いに認め合い共に生きる『共生社会』の実現に取り

組みます。 

事業名 １．障がい者差別解消の推進 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇『障害者差別解消法』に基づき、障がいのある方に対し不当な差別

的取り扱いの禁止や過重にならない範囲で対応する合理的配慮の

提供及びその周知のための普及啓発を図ります。 

◇外見では障がいがあることがわかりにくい方が、支援や配慮を必要

としていることを周囲に知らせる『ヘルプマーク』と『ヘルプカー

ド』の普及啓発を図ります。 

 

 

 



第３章  第 5期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画 

 

45 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章  第５期障がい福祉計画 

第１期障がい児福祉計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３章  第 5期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画 

 

46 

 

Ⅰ 第５期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画 

１ 障がい福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標値  

国の定める基本指針にて示された目標および県が示した本県の特殊事情を勘案し

て算出した目標をふまえ、次に掲げる事項について成果目標を設定しました。 

（１） 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

平成28年度末時点の施設入所者の３％を平成32年度末までに地域生活へ移行する

とともに、平成 32 年度末時点での施設入所者を平成 28 年度末時点から２％削減す

る。 

項  目 目標値 備  考 

施設入所から地域生活への移

行者数 

○○人

  
平成 28 年度末時点の入所者数 57人 

施設入所者の削減人数 
○○人

  

 

（２） 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

平成 32 年度末までに、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向

けて、地域自立支援協議会等の既存の会議の枠組みを活用し、保健・医療・福祉関係

者による協議の設置に努めます。 

 

（３） 地域生活支援拠点等の整備 

平成 32 年度末までに、障がい者の地域での生活を支援する拠点等を、市単独整備

または近隣市町との共同整備を検討の上１か所整備を目標とします。 

 

（４） 福祉施設から一般就労への移行等 

①平成 32 年度中に就労移行支援事業所等を通じた一般就労への移行者数を平成 28

年度実績の 1.5 倍にします。 

②平成 32年度末における就労移行支援事業の利用者数を平成 28年度末実績から２

割増加させます。 

③就労移行率３割以上である就労移行支援事業所を平成 32 年度末までに全体の５

割にします。 

④各年度における就労定着支援による支援開始から１年後の職場定着率を 80％以

上にします。 

⑤関係機関と連携し、離職者や特別支援学校卒業者に対する就職の支援を実施する

とともに、障がい者に対して一般就労や雇用支援策に関する理解の促進を図りま
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す。 

⑥下野市障がい者優先調達推進方針に基づき、市内障害者就労支援施設等の受注機

会の拡大に取り組みます。 

 

項  目 目標値 備  考 

①就労移行支援事業所等を通

じた一般就労への移行者数 

○○人

  
平成 28 年度実績○○人 

②就労移行支援事業の利用者

数 
20 人  平成 28 年度末時点の利用者数 19人 

③就労移行率３割以上である

就労移行支援事業所数 
１箇所  

平成 28 年度末時点で市内就労移行支

援事業所２箇所（うち、就労移行率３割

以上の事業所０箇所） 

 

（５） 障がい児支援の提供体制の整備等 

①平成 30 年度末までに、市内または県南障害保健福祉圏域内において、保健、医

療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場の設置に

努めます。 

②平成 32 年度末までに、市内または県南障害保健福祉圏域内に、児童発達支援セ

ンター、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所および放課後等デ

イサービス事業所をそれぞれ１箇所ずつ整備することを目標とします。 

③平成 32 年度末までに、保育所等訪問支援を利用出来る体制の整備に努めます。 
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２ 障がい福祉サービスの見込量および確保の方法  

第５期障がい福祉計画における各サービスの利用時間、利用者数の見込量およびそ

の確保のための方法は以下のとおりです。 

（１） 訪問系サービス 

 訪問系サービスは、ホームヘルパー等が障がい者等の居宅等を訪問して介護や家事

援助等の必要な援助を行うものです。具体的なサービスとして、居宅介護、重度訪問

介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援があります。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

訪問系サービス合計 
利用時間 【時間/月】 1,435  1,485  1,547  

利用者数 【人/月】  94  98  103  

居宅介護 
利用時間 【時間/月】 1,250   1,300  1,350  

利用者数 【人/月】 83  87  91  

重度訪問介護 
利用時間 【時間/月】 0  0  0  

利用者数 【人/月】 0  0  0  

同行援護 

（視覚障がい者） 

利用時間 【時間/月】 60  60  72  

利用者数 【人/月】 4  4  5  

行動援護 
利用時間 【時間/月】 125  125  125  

利用者数 【人/月】 7  7  7  

重度障害者等包括支援 
利用時間 【時間/月】 0  0  0  

利用者数 【人/月】 0  0  0  

 

【見込量確保の方法】 

・施設や病院等から地域移行が進むことにより、訪問系サービスの利用が増加する

ことが見込まれます。現在ある事業所との連携を強化し、障がいの特性に対応で

きる人材の確保に努め、サービスの質・量の充実を図ります。 

 ・同じ訪問系サービスを提供する訪問看護事業所とのネットワークも強化し、住み

慣れた地域で生活できるよう、医療と福祉の連携による支援体制の構築に努めま

す。 
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（２） 日中活動系サービス 

 日中活動系サービスは、常に介護を必要としている人に、主に日中において通所等

により必要な介護や訓練、支援等を提供するものです。具体的なサービスとしては、

生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、療養介護、短期入所のほか、平

成 30 年度より新たに就労定着支援の提供を行います。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

生活介護 
利用日数 【日/月】 2,600  2,700  2,800  

利用者数 【人/月】 130  135  140  

自立訓練 

（機能訓練） 

利用日数 【日/月】 0  0  0  

利用者数 【人/月】 0  0  0  

自立訓練 

（生活訓練） 

利用日数 【日/月】 24  24  32  

利用者数 【人/月】 3  3  4  

宿泊型自立訓練 
利用日数 【日/月】 112  140  168  

利用者数 【人/月】 4  5  6  

就労移行支援 
利用日数 【日/月】 240  288  352  

利用者数 【人/月】 15  18  22  

就労定着支援 【新規】 
利用日数 【日/月】 5  10  10  

利用者数 【人/月】 1  2  2  

就労継続支援Ａ型 
利用日数 【日/月】 627  703  798  

利用者数 【人/月】 33  37  42  

就労継続支援Ｂ型 
利用日数 【日/月】 2,090  2,185  2,280  

利用者数 【人/月】 110  115  120  

療養介護 利用者数 【日/月】 6  6  7  

短期入所 

（福祉型） 

利用日数 【人/月】 77  84  91  

利用者数 【日/月】 11  12  13  

短期入所 

（医療型） 

利用日数 【人/月】 24  24  30  

利用者数 【日/月】 4  4  5  

 

【見込量確保の方法】 

 ・サービスを提供する体制の確保のため、市内をはじめとし、近隣市町に所在す   

る事業所とも調整を図り、適切なサービス量が提供されるよう努めます。また、   

サービスを必要とする障がいのある人に対して事業所情報の周知や利用支援   

に努めます。 

 ・新たに設けられた就労定着支援を含め、ハローワークや障害者就業・生活支援   

センター、企業、関係機関との連携を図り、幅広い就労に結び付けられる体制整

備に努めます。 
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（３） 居住系サービス 

 居住系サービスは、主に夜間において、施設や共同生活を行う住居で、必要な援助

を提供します。また、平成 30 年度より新たに、施設やグループホーム入居中の障が

い者等の居宅を賃貸住宅等へ移行する支援を行う自立生活援助の提供を行います。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

自立生活援助 【新規】 利用者数 【人/月】 1  2  2  

共同生活援助 

（グループホーム） 
利用者数 【人/月】 52  53  54  

施設入所支援 利用者数 【人/月】 59  57  55  

 

【見込量確保の方法】 

・市内における共同生活援助（グループホーム）が少ないことから、現状では近   

隣市町に所在する事業者で確保している状況です。適切なサービス量の確保の   

ため、市内事業者を始め、近隣市町の事業者への共同生活援助（グループホーム）

事業の拡充について働きかけることに努めます。 

 ・施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望する方に、新たに設けら

れた自立生活援助により、定期的な巡回訪問や随時の対応など、必要なサービス

提供の体制構築に繋がるよう、市内外の事業者との連携に努めます。 

 

（４） 相談支援 

 相談支援は、障がい者等からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言、サービス提

供事業者等との連絡調整等を行うほか、サービス等利用計画作成や地域移行支援、地

域定着支援等を行うものです。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

計画相談支援 利用者数 【人/月】 68  72  76  

地域移行支援 利用者数 【人/月】 1  2  3  

地域定着支援 利用者数 【人/月】 1  2  3  

 

【見込量確保の方法】 

 ・障がい者等の増加及び施設や病院からの地域移行が進むことから、障害福祉サー

ビスの利用者は増える見込みです。障がい者等が住み慣れた地域で生活すること

ができるよう、計画相談支援事業所の適切な確保に努めます。 

・精神障がい者の長期入院を予防し自立した生活を支援するため、地域移行支援と

地域定着支援の推進に努めます。また、それらのサービス提供を担う事業者と連

携し、適切なサービスの確保に努めます。 
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３ 地域生活支援事業の見込量および確保の方法  

地域生活支援事業の実施の有無や見込量およびその確保のための方法は以下のと

おりです。 

 

【必須事業】 

（１） 理解促進研修・啓発事業 

障がい者等が日常生活及び生活を営むうえで生じる「社会的障壁」を除去するため、

市民に障がいの理解を深めるための研修・啓発を行います。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

理解促進研修・啓発事業 実施の有無 有  有  有  

 

【見込量確保の方策】 

・障がい者等が住み慣れた地域で生活するためには、地域全体で障がいを理解   

する必要があります。障害者差別解消法や合理的配慮等、障がいの理解促進に繋

がるよう講演や研修の実施に努めます。 

 

（２） 自発的活動支援事業 

障がい者等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障がい者や、

その家族、地域住民などによる地域における自発的な取り組みを支援します。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

自発的活動支援事業 実施の有無 有  有  有  

 

【見込量確保の方法】 

・障がい者等が地域において自立して豊かな生活を支援するため、今後も自発的活

動への支援に努めます。 
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（３） 相談支援事業 

障がい児・者本人やその保護者または障がい者の介護者等からの相談に対応し、必

要な情報提供やサービスの調整、訪問支援等を行います。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

障がい者相談支援事業 
実施 
箇所数 

【箇所】    

基幹相談支援センターの 

設置の有無 
設置の有無    

基幹相談支援センター等 

機能強化事業 
実施の有無    

住宅入居等支援事業 実施の有無    

 

【見込量確保の方法】 

・従来の身体障がい、知的障がい、精神障がいに加え、難病や発達障がい、強度行

動障がい等、対象範囲が幅広いことから、相談内容も複雑多岐化しています。 

・支援体制の強化を図るため、基幹型相談支援センターの設置に努めます。 

 

（４） 成年後見制度利用支援及び成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度は、知的障がいや精神障がい等により、判断能力が不十分であるため

に契約等の法律行為における意思決定が困難な人について、成年後見人・保佐人・補

助人がその判断能力を補うことによって、その人の生命、身体、自由、財産等の権利

を擁護するものです。 

成年後見制度の利用が困難な方に代わり、市や親族、検察官等が家庭裁判所へ利用

申し立てを行う際の支援のほか、利用に要する費用や後見人への報酬を助成します。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

成年後見制度 

利用支援事業 
利用者数 【人/年】    

成年後見制度 

法人後見支援事業 
実施の有無    

 

【見込量確保の方法】 

・事業の内容や利用方法について、市広報紙、ホームページ等を通して周知を図り

ます。 
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（５） 意思疎通支援事業・手話奉仕員養成研修事業 

聴覚、平衡機能、音声・言語機能の障がいのため、意思疎通を図ることに支障があ

る障がい者等に、手話通訳者や要約筆記者を派遣します。 

また、日常会話程度の手話表現技術の取得を希望する方を対象に、手話の基礎講習会

を開催します。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

手話通訳者・要約筆記者 

派遣事業 
利用件数 【人/年】    

手話通訳者設置事業 設置者数 【人/年】    

手話奉仕員 

養成研修事業 

講習 
修了者数 

【人/年】    

 

【見込量確保の方法】 

・手話奉仕員養成研修の受講者を増やすとともに、県が実施する手話通訳者養成講

習会等の受講を促すなど、手話通訳者の増員に努めます。 

 

（６） 日常生活用具給付等事業 

障がい者に対し、介護支援用具や自立生活支援用具、在宅療養支援用具等の日常生

活用具の給付のほか、バリアフリー等のための住宅改修費を助成します。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

介護・訓練等支援用具 件数 【件/年】    

自立生活支援用具 件数 【件/年】    

在宅療養等支援用具 件数 【件/年】    

情報・意思疎通支援用具 件数 【件/年】    

排せつ管理支援用具 件数 【件/年】    

居宅生活動作補助用具 件数 【件/年】    

合計      

 

【見込量確保の方法】 

・障がい者等に周知を行うとともに、日々進歩する日常生活用具の機能等に関する

情報収集を行い、障がい者等が日常生活を円滑に送ることができるように努めま

す。 
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（７） 移動支援事業 

屋外での移動が困難な障がい者等に、通院や余暇活動への参加等のための外出を支

援します。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

移動支援事業 
利用者数 【人/年】    

利用時間 【時間/年】    

 

【見込量確保の方法】 

・サービス提供事業所等に対して、県が実施する研修事業を周知し、障がいの特性

を理解したガイドヘルパーの育成を支援します。 

・民間事業者の参入を促進し、見込量確保に努めます。 

 

（８） 地域活動支援センター機能強化事業 

障がい者に創作的活動、生産活動の機会の提供や社会との交流の促進等の便宜を図

るほか、障がい者等からの相談に応じます。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

地域活動支援センター 

機能強化事業 

（地域活動支援センター

Ⅱ型） 

実施箇所 【箇所】    

利用者数 【人/年】    

 

【見込量確保の方法】 

・障がい者等の地域における交流の場、憩いの場として、より一層センター機能が

充実するよう努めます。 

 

 

【任意事業】 

（９） 訪問入浴サービス 

訪問により居宅において入浴サービスを提供し、身体障がい者の身体の清潔の保持、

心身機能の維持を図ります。 

 

サービス種別 単 位 
平成 30 年

度 

平成 31 年

度 

平成 32 年

度 

訪問入浴サービス 
実施箇所 【箇所】    

利用者数 【人/年】    
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【見込量確保の方法】 

・事業の周知を図りながら、引き続き現状と同様の見込量を確保していきます。 

 

（10） 日中一時支援事業 

障がい者等の日中における活動の場を提供し、障がい者等の家族の就労支援及び家

族や介護者の一時的な休息を図ります。 

 

サービス種別 単 位 
平成 30 年

度 

平成 31 年

度 

平成 32 年

度 

日中一時支援事業 
実施箇所 【箇所】    

利用者数 【人/年】    

 

【見込量確保の方法】 

・施設入所者等の地域移行を進めていく中で、日中の活動の場は重要であるため、

引き続き日中一時支援事業所からの意見等を参考に見込量確保に努めます。 

 

（11） 自動車運転免許取得・改造費助成 

自動車運転免許の取得及び自動車の改造に要する費用の一部（10 万円を限度）を助

成します。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

自動車運転免許 

取得費助成 
実施件数 【件/年】    

自動車改造費助成 実施件数 【件/年】    

 

 

【見込量確保の方法】 

・事業の周知を図りながら、引き続き自動車運転免許の取得及び自動車の改造に要

する費用の助成に努めます。 
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４ 障がい児通所サービスの見込量および確保の方法  

第１期障がい児福祉計画における各サービスの利用時間、利用者数の見込量および

その確保のための方法は以下のとおりです。 

（１） 児童発達支援 

障がい児に対し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生

活への適応訓練などを行います。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

児童発達支援 
利用日数 【日/月】 266  273  280  

利用者数 【人/月】 76  78  80  

 

【見込量確保の方法】 

・こども発達支援センターこばと園を中心に、市内及び近隣事業所と連携を図りな

がら、障がい児とその保護者（家族）のニーズに応じた見込量確保に努めます。 

 

（２） 医療型児童発達支援 

上肢、下肢または体幹の機能の障がいのある児童に対する児童発達支援及び治療を

行います。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

医療型児童発達支援 
利用日数 【日/月】 9  12  15  

利用者数 【人/月】 3  4  5  

 

【見込量確保の方法】 

・県南保健福祉圏域での児童発達支援センターの設置について、県および圏域内市

町と協議を図り、見込量の確保に努めます。 
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（３） 居宅訪問型児童発達支援【新規】 

重症心身障がい児などの重度の障がい児等であって、児童発達支援等の障がい児通

所支援等を受けるための外出が著しく困難な障がい児を対象に、居宅に訪問して発達

支援を行います。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

居宅訪問型 

児童発達支援 

利用日数 【日/月】 0  0  3  

利用者数 【人/月】 0  0  1  

 

【見込量確保の方法】 

・既存の児童発達支援事業所の協力や新規事業所等の参入を促し、必要な見込み量

を確保します。 

 

（４） 放課後等デイサービス 

就学している障がい児に対し、授業の終了後又は休業日に、生活能力の向上のため

に必要な訓練、社会との交流の促進等を行います。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

放課後等デイサービス 
利用日数 【日/月】 900  970  1,040  

利用者数 【人/月】 90  97  104  

 

【見込量確保の方法】 

・十分なサービス提供体制を確保するために、既存のサービス提供事業所等に適切

な情報提供を図り、見込量の確保に努めます。 

・「放課後等デイサービスガイドライン」に基づき、事業所にサービスの質の確保へ

の協力を呼び掛け、質の高い支援体制を確保します。 
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（５） 保育所等訪問支援 

保育所等の利用中、利用予定の障がい児に対して訪問により保育所等における集団

生活の適応のための専門的な支援を提供し、保育所等の安定した利用を促進します。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

保育所等訪問支援 
利用日数 【日/月】 0  1  2  

利用者数 【人/月】 0  1  2  

 

【見込量確保の方法】 

・既存の事業所や保育所・幼稚園等からの意見を参考に、必要な見込量の確保に努

めます。 

 

（６） 障がい児相談支援 

障がい児またはその保護者からの相談に応じるほか、その児童の状態や家族の生活

状況を考慮し、必要な情報提供や助言、サービス提供事業者等との連絡調整等を行い、

障がい児支援利用計画を作成し、定期的なモニタリングを行います。 

 

サービス種別 単 位 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

障がい児相談支援 利用者数 【人/月】 22  23  24  

 

【見込量確保の方法】 

・相談支援事業所こばとを中心に、障がい児またはその保護者等からの相談に応じ、

必要な情報提供や助言を行います。 

・指定障害児相談支援事業者と連携し、障がい児またはその保護者が抱える不安を

解消するための支援を行うとともに、障害児通所支援等及び障がい福祉サービス

の周知に努めます。 
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１ 計画の推進に向けて   

 障がい者福祉施策を推進するにあたっては、行政だけでなく、障がい者本人や家族、

市民、関係団体、企業、サービス提供事業所等と連携しながら、協働して取り組むこ

とが必要です。 

 そのため、広報紙やホームページ等を通して、障がいや障がいのある方に対する理

解を深めるとともに、障がいがある人もない人も共に生き、参加する暮らしやすいま

ちづくりの推進に努めます。 

 本計画の推進については、庁内関係部署・課と関係機関、団体等と連携の強化を進

めるとともに、年度ごとに計画の進捗状況について評価し、下野市地域自立支援協議

会と連携を図り、計画の進捗について管理していきます。 

 

２ 関係機関等との連携と役割   

 本計画では、市民、地域の団体、市との連携・協働により、地域に密着した取組を

積極的に推進します。そのため、サービス提供事業所、家庭、地域、企業等のそれぞ

れの役割と責任を果たすことが期待されます。 

（１）県の役割 

 県は、広域的な立場から、施設、事業等の適正配置の調整や障害保健福祉圏域での

調整、モデル事業の誘導、市が行うことが困難な広域的・専門的取り組みを行うとと

もに、市や団体等が実施する福祉的活動への支援を行います。 

（２）行政の役割 

 行政は市民の求めるニーズを把握し、それに基づき事業を取り組んでいくことが責

務であることから、公平かつ平等なサービスが提供できるよう努めるとともに、整合

性をもって事業が進められるよう関係機関・団体及び各担当課と連携を図り、効果的

な事業の推進を図る必要があります。 

（３）本人や家族の役割 

 障がい者や家族も、福祉の受け手であると同時に担い手でもあるため、それぞれの

立場でできることに取り組む必要があります。 

（４）施設や団体の役割 

 障がい者支援施設等は、障がい者の自立支援のため、地域生活への移行や就労支援

等の課題に対応したサービス等の提供体制に努めるとともに、行政や関係機関等と連

携し、質の向上に努める必要があります。 

（５）地域や企業等の役割 

 地域は、地域にに住むすべての人々が、充実した健全な生活を営むことができるよ

う、地域内での交流を深め、さらに地域の組織や団体の相互間の連携を強化し、共に

支え合うための取組を図り、企業等は、障がい者が生き生きと安定した暮らしが送れ

るよう、障がいに対する理解や職場環境等の整備に取り組む必要があります。 
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障がい福祉計画におけるＰＤＣＡサイクルプロセスのイメージ図 

 

 

 

■障がい福祉計画策定に当たっての基本的考え方及び達成すべき目標、サービス提供

体制に関する見込量の見込み方の提示。 

 

 

 

      ■「基本指針」に即して成果目標及び活動指標を設定すると 

ともに、障がい福祉サービスの見込み量の設定やその他の確 

保方策等を定める 

       

 

 

 

                           

 

■中間評価等の結果を踏まえ、                         

必要があると認めるときは、障            ■計画の内容を踏まえ 

がい福祉計画の内容見直し等を            事業を実施する。 

害福祉計画の変更や事業の見直 

し等を実施する。 

 

 

 

        

   ■成果目標及び活動指標については、少なくとも１年に１回その実績等を 

把握し、障がい者施策や関連施策の動向も踏まえながら、障がい福祉計画 

の中間評価として分析・評価を行う。 

   ■中間評価の際には、協議会等の意見を聴くとともに、その結果について 

公表する。 

   ■活動指標については、より頻回に実績を把握し、達成状況等の分析・評 

価を行う。 

 

 

基本指針 

計  画 

 （Plan） 

改    善 

（Action） 

 

実  行 

 （Do） 

評  価  

（Check） 


